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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第123期

第３四半期
連結累計期間

第124期
第３四半期
連結累計期間

第123期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （百万円） 1,491,278 1,829,445 2,050,639

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △15,299 71,108 25,070

親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）

（百万円） △41,164 55,384 △24,877

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △30,672 79,507 △21,703

純資産額 （百万円） 296,474 389,512 307,801

総資産額 （百万円） 1,776,414 1,997,973 1,773,682

１株当たり四半期純利益

又は四半期（当期）純損失（△）
（円） △115.92 83.98 △68.56

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － 67.85 －

自己資本比率 （％） 16.1 18.7 16.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 70,098 44,611 127,231

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △71,588 △99,207 △90,677

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 271,304 △24,252 272,199

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 423,132 378,178 453,477

 

回次
第123期

第３四半期
連結会計期間

第124期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 4.77 31.54

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第123期第３四半期連結累計期間及び第123期の「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」欄につ

いては、潜在株式が存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４　当社は平成29年10月１日付で、普通株式及びＣ種種類株式についていずれも10株につき１株の割合で株式併

合を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利

益又は四半期（当期）純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

（ＩｏＴエレクトロデバイス）

前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であったカンタツ㈱は、第１四半期連結会計期間において重要性が高

まったことから、持分法適用の範囲に含めております。

 

（スマートホーム、アドバンスディスプレイシステム）

連結子会社であったシャープエレクトロニクスマーケティング㈱は、当第３四半期連結会計期間において、当社連

結子会社であるシャープビジネスソリューション㈱に吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。な

お、シャープビジネスソリューション㈱はシャープマーケティングジャパン㈱に社名変更しております。

 

さらに、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更があった事項は、以下のとお

りであります。

 

継続企業の前提に関する重要事象等について

当社グループは、平成29年３月期において、引き続き親会社株主に帰属する当期純損失を計上しました。こうした

状況により、前連結会計年度まで継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在してお

り、これらの事象又は状況に対応すべく以下の対応策を実施いたしました。

平成28年８月12日に鴻海精密工業股份有限公司等へ第三者割当による新株発行を行ったことを受け、取締役社長に

戴正呉を迎えた新たな経営体制に移行いたしました。新経営体制の発足に伴い、鴻海精密工業股份有限公司グループ

とのシナジーの発揮、重点事業への積極投資など、事業拡大に向けた取り組みへと軸足を移してまいりました。その

結果、前連結会計年度の業績は、営業利益、経常利益のいずれも利益に転じました。

資金面においては、第三者割当増資により総額3,888億円の新株式を発行したことにより、連結及び単体の債務超

過は解消されました。シンジケートローン契約については、平成28年４月26日に主力行の㈱みずほ銀行、㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行及び他の参加行の合意を得て契約更改を行い、平成28年８月12日には、主力２行との間で借入総額3,000

億円のシンジケート・コミットメントラインを設定いたしました。

当第３四半期連結累計期間の業績については、前連結会計年度の業績改善に引き続き、営業利益、経常利益及び親

会社株主に帰属する四半期純利益のいずれも黒字を確保いたしました。

これらのことより、当第３四半期連結会計期間末において、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるよう

な事象又は状況は、解消したと判断しております。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は、次のとおりであります。

 

当社は、平成29年12月26日開催の取締役会において、平成30年４月１日（予定）を効力発生日として、当社のエ

ネルギーソリューション事業の一部を、当社の完全子会社であるシャープエネルギーソリューション㈱（以下、

「ＳＥＳＪ社」といいます。）に吸収分割（以下、「本吸収分割」といいます。）により承継する契約を締結する

旨の決議を行い、平成30年１月９日に、ＳＥＳＪ社と吸収分割に関する契約を締結いたしました。

本吸収分割の概要は、次のとおりであります。

(1）会社分割の目的

当社は「2017～2019年度 中期経営計画」で公表した「人に寄り添うＩｏＴ」「８Ｋエコシステム」を実

現する企業へのトランスフォーメーションに向け、ワンストップで顧客のニーズにあったソリューションを

提案できる体制を構築することとしており、本吸収分割はその一環となります。本吸収分割により、ＳＥＳ

Ｊ社は太陽光発電システムの国内・海外すべての販売・施工からアフターサービスまでを手掛ける強みを活

かして売上拡大を図るとともに、組織の簡素化や重複業務の合理化等を加速することにより収益性を向上さ

せてまいります。

(2）会社分割の方法

当社を分割会社とし、当社の100％子会社であるＳＥＳＪ社を承継会社とする吸収分割方式です。

(3）分割期日

平成30年４月１日（予定）

(4）吸収分割に係る株式割当内容及びその算定根拠

当社は、ＳＥＳＪ社の発行済株式の全てを所有しているため、本吸収分割に際して、ＳＥＳＪ社から当社

への株式の割当、金銭その他の財産の交付はありません。

(5）承継会社が承継する権利義務

ＳＥＳＪ社は、効力発生日における当社のエネルギーソリューション事業（ただし、製造に関連する事業

の一部（※）を除く。以下同じ）に属する資産、負債およびこれらに付随する権利義務を、当社とＳＥＳＪ

社の間で締結する吸収分割契約書に定める範囲において承継します。

※堺事業所における太陽電池製品の製造及び奈良事業所における化合物太陽電池の製造に関する事業

(6）分割するエネルギーソリューション事業の経営成績

 
平成29年３月期

（百万円）

売上高 80,944

ただし、承継対象に含まれない、製造に関連する事業に係る売上高を含んでおります。

(7）分割する資産、負債の状況（平成29年９月30日現在）

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円）

流動資産 17,199 流動負債 14,308

固定資産 3,844 固定負債 469

合計 21,043 合計 14,777

なお、上記の資産、負債の金額は、平成29年９月30日現在の貸借対照表を基準として算出しており、

実際の金額は、上記金額に効力発生日前日までの増減を加除した金額となります。

(8）本吸収分割後の承継会社の概要

代 表 者   取締役社長 佐々岡 浩

住   所   大阪府八尾市北亀井町三丁目１番72号

資 本 金   422百万円（平成29年９月30日現在）

事業内容   住宅用太陽光発電設備・蓄電池・ＨＥＭＳ等の企画・開発・販売・サービス、

　　　　　　産業用太陽光発電設備の設計・施工監理・メンテナンス、

　　　　　　メガソーラーＩＰＰ事業、その他エネルギーソリューション事業

 

EDINET提出書類

シャープ株式会社(E01773)

四半期報告書

 5/34



３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や雇用情勢が改善し、生産も徐々に増加するなど、

緩やかに回復しました。また海外の景気は、米国で着実な回復が継続し、ユーロ圏でも次第に改善する一方、中国

でも持ち直しの動きが続くなど、総じて緩やかに上昇しました。

　こうした中、当社グループでは、「８ＫとＡＩｏＴで世界を変える」という事業ビジョンを掲げ、平成29年５月

26日に発表した「2017年度～2019年度 中期経営計画※１」の達成に向け、「人に寄り添うＩｏＴ」「８Ｋエコシ

ステム」をキーワードに事業拡大に取り組みました。

　世界初の８Ｋ対応液晶テレビ・８Ｋ映像モニターとなる「ＡＱＵＯＳ ８Ｋ※２」、高精細・高画質な70型８Ｋ

映像モニター※３、業務用８Ｋカムコーダー※４、ＨＥＭＳ機能を搭載した「クラウド連携エネルギーコントロー

ラ※５」を発売するなど、独自商品・特長デバイスの創出に努めました。また、フラグシップスマートフォンの統

一モデルとなる「ＡＱＵＯＳ Ｒ※６」を発売するなど、ブランド力の強化を図りました。

　当第３四半期連結累計期間の業績は、アドバンスディスプレイシステムなど全セグメントの売上が増加し、売上

高が1,829,445百万円（前年同四半期比 122.7％）となりました。営業利益は、アドバンスディスプレイシステム

やスマートホームなどが改善し、70,330百万円（前年同四半期比 371.4％）となりました。経常利益は、営業利益

に加え、持分法による投資損失が持分法による投資利益に転じ営業外損益が改善したことから、71,108百万円（前

年同四半期は15,299百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、減損損失が減少するなど特別損

益が改善したこともあり、55,384百万円（前年同四半期は41,164百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）と

なりました。

　なお、当社は2017年６月30日に㈱東京証券取引所に対し、当社普通株式の市場第一部銘柄への指定申請を行って

いましたが、2017年12月７日をもって市場第一部銘柄に再指定されています。

 

※1　詳細につきましては、2017年５月26日公表の「2017～2019年度 中期経営計画」をご覧ください。

http://www.sharp.co.jp/corporate/ir/event/policy_meeting/index.html

※2　究極のリアリズムを追求した、世界初の「８Ｋ対応液晶テレビ」「８Ｋ映像モニター」。詳細につきまし

ては、2017年８月31日公表の「『ＡＱＵＯＳ ８Ｋ』を日本・中国・台湾・欧州４地域で発売」をご覧くだ

さい。

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/170831-b.html

※3　８Ｋ(スーパーハイビジョン)規格に準拠し、業界で初めて８Ｋ解像度でのＨＤＲ規格(ＨＬＧ・ＰＱ方式)

にも対応した高精細・高画質な70型８Ｋ映像モニター。詳細につきましては、2017年４月12日公表の「70

型８Ｋ映像モニター＜LV-70002＞を発売」をご覧ください。

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/170412-a.html

※4　世界で初めて８Ｋ(60p)映像の「撮影」「収録」「再生」「ライン出力」が可能なカメラ／記録部一体型の

業務用８Ｋカムコーダー。詳細につきましては、2017年11月７日公表の「業務用８Ｋカムコーダー＜8C-

B60A＞を発売」をご覧ください。

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/171107-b.html

※5　太陽光発電システムや蓄電池などのエネルギー関連機器の制御や家電の電力使用状況の“見える化”がで

きるエネルギーコントローラ。詳細につきましては、2017年４月６日公表の「「クラウド連携エネルギー

コントローラ」を発売」をご覧ください。

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/170406-b.html

※6　徹底したリアリティ(臨場感のある映像美)の追求など、「４つのＲ」で表す新たな価値をユーザーに提供

する、スマートフォン フラグシップモデルのシリーズ名称。詳細につきましては、2017年４月18日公表の

「フラグシップスマートフォンのシリーズ名を「ＡＱＵＯＳ Ｒ」に統一」をご覧ください。

http://www.sharp.co.jp/corporate/news/170418-a.html

 

セグメントの業績は、概ね次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。以下の前年同四半期との比較に

ついては、前年同四半期の数値を変更後の区分に組替えた数値で比較しております。報告セグメントの変更につい

ては、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」に詳細を記載しております。
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①スマートホーム

携帯電話や掃除機が大きく伸長したほか、洗濯機やプラズマクラスターイオン関連商品などの販売も増加しま

した。利益面では、売上の増加に加え、コストダウンなどもあり、収益性が大幅に改善しました。この結果、売

上高は439,602百万円(前年同四半期比 112.0％)、セグメント利益は31,132百万円(前年同四半期比 178.1％)と

なりました。

 

②スマートビジネスソリューション

海外で複合機の売上が増加したほか、サイネージの販売も伸長したことから、売上高は242,900百万円(前年同

四半期比 104.7％)となりました。経費削減に取り組んだものの、価格下落の影響があり、セグメント利益は

12,540百万円(前年同四半期比 81.4％)となりました。

 

③ＩｏＴエレクトロデバイス

スマートフォン向けカメラモジュールなどの販売が増加し、売上高は381,657百万円(前年同四半期比

120.1％)、セグメント利益は8,726百万円(前年同四半期比 212.1％)となりました。

 

④アドバンスディスプレイシステム

液晶テレビやスマートフォン向け中小型液晶パネル、タブレット向けの中型液晶パネル、車載向けの液晶パネ

ルなどの販売が増加しました。利益面では、売上が増加したほか、コストダウンや経費削減に取り組んだことも

あり収益性が大きく改善しました。この結果、売上高は836,311百万円(前年同四半期比 138.7％)、セグメント

利益は29,569百万円(前年同四半期は3,639百万円のセグメント損失) となりました。

 

当第３四半期連結会計期間末の財政状態については、資産合計が、前連結会計年度末に比べ224,291百万円増加

の1,997,973百万円となりました。これは、受取手形及び売掛金が増加したことなどによるものであります。負債

合計は、支払手形及び買掛金が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ142,579百万円増加の1,608,460百

万円となりました。また、純資産合計は利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ81,711百万円増加

し、389,512百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

75,298百万円（16.6％）減少し、378,178百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において営業活動による資金の収入は、44,611百万円であり、前第３四半期連結累計

期間に比べ25,486百万円（36.4％）減少しました。これは、前第３四半期連結累計期間に比べて、税金等調整前四

半期純損失が税金等調整前四半期純利益に転じたものの、未収入金の増減額が減少から増加に転じたことなどによ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において投資活動による資金の支出は、99,207百万円であり、前第３四半期連結累計

期間に比べ27,620百万円（38.6％）増加しました。これは、前第３四半期連結累計期間に比べて、有形固定資産の

取得による支出が20,258百万円増加したほか、投資有価証券の取得による支出が16,788百万円増加したことなどに

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において財務活動による資金の支出は、24,252百万円であり、前第３四半期連結累計

期間に比べ295,555百万円増加しました。これは、前第３四半期連結累計期間に比べて、自己株式の取得による支

出が29,947百万円減少したものの、前第３四半期連結累計期間において、普通株式の発行による収入が287,496百

万円あったほか、種類株式の発行による収入が99,624百万円あったことなどによるものであります。

 

(3) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、経営方針、経営環境及び対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は81,167百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

Ａ種種類株式 200,000

Ｃ種種類株式 1,136,363

計 1,000,000,000

（注）１　当社の各種類株式の発行可能種類株式総数の合計は1,001,336,363株であり、当社定款に定める発行可能株

式総数1,000,000,000株を超過しますが、発行可能種類株式総数の合計が発行可能株式総数以下であること

は、会社法上要求されておりません。

２　平成29年６月20日開催の当社第123期定時株主総会において、定款の一部変更及び株式併合に関する議案が

承認可決されたことにより、発行可能株式総数及び発行可能種類株式総数を、その効力発生日（平成29年10

月１日）をもって、以下のとおり、変更しております。

発行可能株式総数：9,000,000,000株減少し、1,000,000,000株となっております。

発行可能種類株式総数：

　普通株式：　　9,000,000,000株減少し、1,000,000,000株となっております。

　Ａ種種類株式：200,000株から変更ありません。

　Ｃ種種類株式：10,227,273株減少し、1,136,363株となっております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 498,316,558 498,316,558
東京証券取引所

（市場第一部）

(注)１

単元株式数

100株

Ａ種種類株式

（当該種類株式は行使

価額修正条項付新株予約

権付社債券等です。）

200,000 200,000 非上場

(注)２、３、４

単元株式数

１株

Ｃ種種類株式 1,136,363 1,136,363 非上場

(注)５

単元株式数

１株

計 499,652,921 499,652,921 － －

（注）１ 平成29年６月20日開催の当社第123期定時株主総会において、定款の一部変更に関する議案が承認可決された

ことにより、平成29年10月１日付で、普通株式の１単元の株式数を1,000株から100株に変更するとともに、普

通株式及びＣ種種類株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は

4,495,076,299株減少し、499,652,921株となっております。

 

２ 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりです。

(Ａ種種類株式)

(1) 普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株

式数が増加いたします。

(2) 取得価額の修正基準及び修正頻度

下記(注)４ 4.(3)及び(4)をご参照ください。
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(3) 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

(a) 取得価額の下限

100円とします。ただし、下記(注)４ 4.(5)により調整されます。

(b) 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

2,000,000,000株（下記(注)４ 1.(4)に定義されるＡ種累積未払配当金相当額及び下記(注)４ 2.(3)に定

義される日割未払優先配当金額が存在しないことを前提とします。また、下記(注)４ 4.(5)による調整を

考慮しておりません。）

(4) 当社の決定によるＡ種種類株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

下記(注)４ 6.をご参照ください。

 

３　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりです。

(Ａ種種類株式)

(1) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項はありません。
 

(2) 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての所有者との

間の取決めの内容

該当事項はありません。
 

(3) 当社の株券の売買に関する事項についての所有者と当社との間の取決めの内容

該当事項はありません。
 

(4) 当社の株券の貸借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。
 

(5) その他投資者の保護を図るために必要な事項

該当事項はありません。

 

４　Ａ種種類株式の内容は、以下のとおりです。

1. 剰余金の配当

(1) 優先配当金

当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の基準日

（以下、「配当基準日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種種類株式を有する株主（以

下、「Ａ種種類株主」という。）又はＡ種種類株式の登録株式質権者（Ａ種種類株主と併せて以下、「Ａ種

種類株主等」という。）に対し、下記10.(1)に定める支払順位に従い、Ａ種種類株式１株につき、下記(2)

に定める額の金銭による剰余金の配当（かかる配当によりＡ種種類株式１株当たりに支払われる金銭を、以

下、「Ａ種優先配当金」という。）を行う。なお、Ａ種優先配当金に、各Ａ種種類株主等が権利を有するＡ

種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

(2) 優先配当金の金額

Ａ種優先配当金の額は、1,000,000円（以下、「払込金額相当額」という。）に、それぞれの半期事業年度

毎に下記算式により算定される年率（以下、「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする

（除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２位を四捨五入する。）。

Ａ種優先配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６か月物）＋2.5％

「日本円ＴＩＢＯＲ（６か月物）」とは、各半期事業年度の初日（但し、当該日が銀行休業日の場合はその

直前の銀行営業日）（以下、「Ａ種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における日本円６か月物

トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円ＴＩＢＯＲ）として一般社団法人全銀協ＴＩ

ＢＯＲ運営機関によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを指すものとする。当該日

時に日本円ＴＩＢＯＲ（６か月物）が公表されていない場合は、Ａ種優先配当年率決定日（当該日がロンド

ンにおける銀行休業日の場合にはその直前のロンドンにおける銀行営業日）において、ロンドン時間午前11

時現在のＲｅｕｔｅｒｓ3750ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート（ユー

ロ円ＬＩＢＯＲ６か月物（360日ベース））として、インターコンチネンタル取引所（ＩＣＥ）によって公

表される数値又はこれに準ずると認められる数値を、日本円ＴＩＢＯＲ（６か月物）に代えて用いるものと

する。なお、Ａ種優先配当金の算出に際しては、配当基準日の属する事業年度の初日（但し、当該配当基準

日が平成28年３月末日に終了する事業年度に属する場合は、平成27年６月30日）（同日を含む。）から当該

配当基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日（但し、当該事業年度に閏日を含む

場合は366日）として日割計算を行うものとする。但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当

基準日より前の日を基準日としてＡ種種類株主等に対し剰余金を配当したときは、当該配当基準日に係るＡ

種優先配当金の額は、その各配当におけるＡ種優先配当金の合計額を控除した金額とする。
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(3) 非参加条項

当社は、Ａ種種類株主等に対しては、Ａ種優先配当金及びＡ種累積未払配当金相当額（下記(4)に定め

る。）の額を超えて剰余金の配当を行わない。但し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758

条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行

われる同法第763条第１項第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当について

はこの限りではない。

(4) 累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてＡ種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰余金の配当（当該

事業年度より前の各事業年度に係るＡ種優先配当金につき本(4)に従い累積したＡ種累積未払配当金相当額

（以下に定義される。）の配当を除く。）の総額が、当該事業年度に係るＡ種優先配当金の額（当該事業年

度の末日を基準日とする剰余金の配当が行われると仮定した場合において、上記(2)に従い計算されるＡ種

優先配当金の額をいう。但し、かかる計算においては、上記(2)但書の規定は適用されないものとして計算

するものとする。）に達しないときは、その不足額は、当該事業年度（以下、本(4)において「不足事業年

度」という。）の翌事業年度以降の事業年度に累積する。この場合の累積額は、不足事業年度に係る定時株

主総会（以下、本(4)において「不足事業年度定時株主総会」という。）の翌日（同日を含む。）から累積

額がＡ種種類株主等に対して配当される日（同日を含む。）までの間、不足事業年度の翌事業年度以降の各

半期事業年度に係るＡ種優先配当年率で、１年毎（但し、１年目は不足事業年度定時株主総会の翌日（同日

を含む。）から不足事業年度の翌事業年度の末日（同日を含む。）までとする。）の複利計算により算出し

た金額を加算した金額とする。なお、当該計算は、１年を365日（但し、当該事業年度に閏日を含む場合は

366日）とした日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小

数第２位を四捨五入する。本(4)に従い累積する金額（以下、「Ａ種累積未払配当金相当額」という。）に

ついては、下記10.(1)に定める支払順位に従い、Ａ種種類株主等に対して配当する。

2. 残余財産の分配

(1) 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主等に対し、下記10.(2)に定める支払順位に従い、Ａ種種

類株式１株につき、払込金額相当額に、Ａ種累積未払配当金相当額及び下記(3)に定める日割未払優先配当

金額を加えた額（以下、「Ａ種残余財産分配額」という。）の金銭を支払う。但し、本(1)においては、残

余財産の分配が行われる日（以下、「分配日」という。）が配当基準日の翌日（同日を含む。）から当該配

当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当基準日を基準日とす

る剰余金の配当は行われないものとみなしてＡ種累積未払配当金相当額を計算する。なお、Ａ種残余財産分

配額に、各Ａ種種類株主等が権利を有するＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるとき

は、当該端数は切り捨てる。

(2) 非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わない。

(3) 日割未払優先配当金額

Ａ種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額は、分配日の属する事業年度において、分配日を基準日と

してＡ種優先配当金の支払がなされたと仮定した場合に、上記1.(2)に従い計算されるＡ種優先配当金相当

額とする（以下、Ａ種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額を「日割未払優先配当金額」とい

う。）。

3. 議決権

Ａ種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

4. 普通株式を対価とする取得請求権

(1) 普通株式対価取得請求権

Ａ種種類株主は、平成31年７月１日以降いつでも、当社に対して、下記(2)に定める数の普通株式（以下、

「請求対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得するこ

とを請求すること（以下、「普通株式対価取得請求」という。）ができるものとし、当社は、当該普通株式

対価取得請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対象普通

株式を、当該Ａ種種類株主に対して交付するものとする。

(2) Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、普通株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の数

に、Ａ種残余財産分配額を乗じて得られる額を、下記(3)乃至(6)で定める取得価額で除して得られる数とす

る。なお、本(2)においては、Ａ種累積未払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における

「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「普通株式対価取得請求の効力が生じた日」と

読み替えて、Ａ種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額を計算する。また、普通株式対価取得請

求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、こ

れを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。
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(3) 当初取得価額

平成31年７月１日に先立つ連続する30取引日の株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」とい

う。）が発表する当社の普通株式の普通取引の売買高加重平均価格（以下、「ＶＷＡＰ」という。）の平均

値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下同じ。）。但し、当初取得価額

が100円（但し、下記(6)の調整を受ける。以下、「当初下限取得価額」という。）を下回る場合には、当初

取得価額は当初下限取得価額とする。なお、当該30取引日の間に下記(5)に規定する事由が生じた場合、当

該ＶＷＡＰの平均値は下記(5)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。なお、「取引日」とは、東

京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰが発表されない日は含まない

ものとし、以下同様とする。

(4) 取得価額の修正

取得価額は、平成32年１月１日及びそれ以降の６か月毎の応当日（当該日が取引日でない場合には翌取引日

とする。以下、「取得価額修正日」という。）において、各取得価額修正日に先立つ連続する30取引日（以

下、本(4)において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取

引のＶＷＡＰの平均値（なお、取得価額算定期間中に下記(5)に規定する事由が生じた場合、当該ＶＷＡＰ

の平均値は下記(5)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。）の95％に相当する額（円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）に修正され（以下、かかる修正後の取得価額を「修

正後取得価額」という。）、修正後取得価額は同日より適用される。但し、修正後取得価額が当初取得価額

の50％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（但し、下記

(6)の調整を受ける。）又は当初下限取得価額のうちいずれか高い方の金額（以下、「下限取得価額」とい

う。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、また、修正後取得価額が当初取得価額の

150％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（但し、下記

(6)の調整を受ける。以下、「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価

額とする。

(5) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①　普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。な

お、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行

済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」

は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞ

れ読み替える。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

 

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償

割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日）以降これを適用する。

②　普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。

 

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

 

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が保有

する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式若し

くは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(5)において同じ。）の取得によ

る場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しくは会社分割によ

り普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下、「取得価額調整式」という。）により取得価

額を調整する。取得価額調整式における「１株当たり払込金額」は、金銭以外の財産を出資の目的とす

る場合には、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合に

は当該払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日

（以下、「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株

式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」とそれ

ぞれ読み替える。
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 （発行済普通株式数
－当社が保有する
普通株式の数）

 
＋
 

新たに発行する
普通株式の数

×
１株当たり
払込金額

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×

 

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数

 

④　当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株当た

りの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる株式を

発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期間を定めた

場合には当該払込期間の最終日。以下、本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合にはその効力

が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本④において同じ。）

に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普

通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金額」としてかかる価額

を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無

償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以

降、これを適用する。上記にかかわらず、取得に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定

していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点において発行又は処分される株式の全てが

当該対価の確定時点の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対

価が確定した日の翌日以降これを適用する。

⑤　行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と

新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の

適正な評価額とする。以下、本⑤において同じ。）の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たりの

時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約

権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその

効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本⑤において

同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使さ

れ又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込金

額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の

普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の

翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得又

は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、

当該対価の確定時点において発行される新株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取

得されて普通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降こ

れを適用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従業

員に対してストックオプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないも

のとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種種類株主等

に対して、予め書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその他必要な事項を通

知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

①　合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分割のため

に取得価額の調整を必要とするとき。

②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出に

当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③　その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能性を

生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五

入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ連続する

30取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1円未満にとど

まるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、

その後の調整の計算において斟酌される。
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(6) 上限取得価額、下限取得価額及び当初下限取得価額の調整

上記(5)の規定により取得価額の調整を行う場合には、上限取得価額、下限取得価額及び当初下限取得価額

についても、「取得価額」を「上限取得価額」、「下限取得価額」又は「当初下限取得価額」に読み替えた

上で上記(5)の規定を準用して同様の調整を行う。

(7) 普通株式対価取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

(8) 普通株式対価取得請求の効力発生

普通株式対価取得請求の効力は、普通株式対価取得請求に要する書類が上記(7)に記載する普通株式対価取

得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点に発生する。

(9) 普通株式の交付方法

当社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をしたＡ種種類株主に対して、当

該Ａ種種類株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替

株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。

5. 金銭を対価とする取得請求権

(1) 金銭対価取得請求権

Ａ種種類株主は、平成33年７月１日以降、償還請求日（以下に定義する。）における分配可能額（会社法第

461条第２項に定める分配可能額をいう。以下、「償還請求可能額」という。）が正の値であるときに限

り、毎月１日（当該日が取引日でない場合には翌取引日とする。）を償還請求が効力を生じる日（以下、

「償還請求日」という。）として、償還請求日の60取引日前までに当社に対して書面による通知（撤回不能

とする。以下、「償還請求事前通知」という。）を行った上で、当社に対して、金銭の交付と引換えに、そ

の有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求すること（以下、「償還請求」という。）がで

きるものとし、当社は、当該償還請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内

において、当該償還請求に係るＡ種種類株式の数に、(ⅰ)Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額に

110％を乗じて得られる額並びに(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額の合計額を乗じ

て得られる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交付するものとする。なお、本(1)においては、Ａ種累積未

払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び「分

配日」をそれぞれ「償還請求日」と読み替えて、Ａ種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額を計

算する。但し、償還請求日において償還請求がなされたＡ種種類株式の取得と引換えに交付することとなる

金銭の額が、償還請求日における償還請求可能額を超える場合には、償還請求がなされたＡ種種類株式の数

に応じた比例按分の方法により、かかる金銭の額が償還請求可能額を超えない範囲内においてのみ当社はＡ

種種類株式を取得するものとし、かかる方法に従い取得されなかったＡ種種類株式については、償還請求が

なされなかったものとみなす。

(2) 償還請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

(3) 償還請求の効力発生

償還請求事前通知の効力は、償還請求事前通知に要する書類が上記(2)に記載する償還請求受付場所に到達

したときに発生する。償還請求の効力は、当該償還請求事前通知に係る償還請求日において発生する。

6. 金銭を対価とする取得条項

当社は、平成28年７月１日以降、当社の取締役会が別に定める日（以下、「金銭対価償還日」という。）が到

来することをもって、Ａ種種類株主等に対して、金銭対価償還日の60取引日前までに書面による通知（撤回不

能とする。）を行った上で、法令の許容する範囲内において、金銭を対価として、Ａ種種類株式の全部を取得

することができる（以下、「金銭対価償還」という。）ものとし、当社は、当該金銭対価償還に係るＡ種種類

株式を取得するのと引換えに、当該金銭対価償還に係るＡ種種類株式の数に、(ⅰ)Ａ種種類株式１株当たりの

払込金額相当額に110％を乗じて得られる額並びに(ⅱ)Ａ種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額

の合計額を乗じて得られる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交付するものとする。なお、本6.においては、

Ａ種累積未払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われる日」

及び「分配日」をそれぞれ「金銭対価償還日」と読み替えて、Ａ種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配

当金額を計算する。また、金銭対価償還に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に１円に満たない

端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

7. 譲渡制限

Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。
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8. 自己株式の取得に際しての売主追加請求権の排除

当社が株主総会の決議によってＡ種種類株主との合意により当該Ａ種種類株主の有するＡ種種類株式の全部又

は一部を取得する旨を決定する場合には、会社法第160条第２項及び第３項の規定を適用しないものとする。

9. 株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、Ａ種種類株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当社は、Ａ種種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与

えない。

(3) 当社は、Ａ種種類株主には、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

10．優先順位

(1) Ａ種優先配当金、Ａ種累積未払配当金相当額及び普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者（以

下、「普通株主等」と総称する。）に対する剰余金の配当の支払順位は、Ａ種累積未払配当金相当額が第１

順位、Ａ種優先配当金が第２順位、普通株主等に対する剰余金の配当が第３順位とする。

(2) Ａ種種類株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、Ａ種種類株式に係る残余財産の分配を第１

順位、普通株式に係る残余財産の分配を第２順位とする。

(3) 当社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行うた

めに必要な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行うために必要な金額に

応じた比例按分の方法により剰余金の配当又は残余財産の分配を行う。

11. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

12. 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

５　Ｃ種種類株式の内容は、以下のとおりです。

1. 剰余金の配当

当社は、ある事業年度に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の基準日(以

下、「配当基準日」という。)の最終の株主名簿に記載又は記録されたＣ種種類株式を有する株主(以下、「Ｃ

種種類株主」という。)又はＣ種種類株式の登録株式質権者(Ｃ種種類株主と併せて以下、「Ｃ種種類株主等」

という。)に対し、当該配当基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株主等と同順位で、Ｃ種種類

株式１株につき、普通株式１株当たりの配当金に下記4.(2)に定める取得比率を乗じた額の金銭による剰余金

の配当(かかる配当によりＣ種種類株式１株当たりに支払われる金銭を、以下、「Ｃ種種類配当金」という。)

を行う。なお、Ｃ種種類配当金に各Ｃ種種類株主等が権利を有するＣ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満

の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

2. 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ｃ種種類株主等に対し、普通株主等と同順位で、Ｃ種種類株式１株当た

りにつき、普通株式１株当たりの残余財産の分配額に下記4.(2)に定める取得比率を乗じた額の金銭による残

余財産の分配(かかる分配によりＣ種種類株式１株当たりに支払われる金銭を、以下、「Ｃ種残余財産分配

金」という。)を行う。なお、Ｃ種残余財産分配金に各Ｃ種種類株主等が権利を有するＣ種種類株式の数を乗

じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

3. 議決権

Ｃ種種類株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会及びＣ種種類株主を構成員とする種類株主総

会において、議決権を有しない。

4. 普通株式を対価とする取得条項

(1) 当社は、平成29年７月１日以降、当社の取締役会が別に定める日が到来することをもって、法令の許容する

範囲内において、Ｃ種種類株式１株当たりにつき、下記(2)に定める取得比率を乗じた数の普通株式を交付

するのと引換えに、Ｃ種種類株式の全部又は一部を取得することができる。なお、Ｃ種種類株式の一部を取

得するときは、比例按分その他当社の取締役会が定める合理的な方法により、取得すべきＣ種種類株式を決

定する。

(2) Ｃ種種類株式の取得比率は100とする。

5. 譲渡制限

Ｃ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

6. 株式の併合又は分割、株式無償割当て等

(1) 当社は、株式の併合又は株式の分割をするときは、Ｃ種種類株式につき、普通株式と同時に同一の割合でこ

れを行う。
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(2) 当社は、株式無償割当て又は新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(2)において同

じ。)無償割当てを行うときは、Ｃ種種類株主に対し、Ｃ種種類株式の株式無償割当て又はＣ種種類株式を

目的とする新株予約権無償割当てを、普通株式を有する株主に対して行う普通株式の株式無償割当て又は普

通株式を目的とする新株予約権無償割当てと、それぞれ同時に同一の割合(新株予約権における行使の目的

たる株式数を同一にすることを含む。)で行う。

(3) 当社は、株主に株式の割当てを受ける権利を与えて行う募集株式の発行(自己株式の処分を含む。)又は株主

に新株予約権の割当てを受ける権利を与えて行う募集新株予約権の発行(自己新株予約権の処分を含む。)を

行うときは、Ｃ種種類株主に対し、Ｃ種種類株式又はＣ種種類株式を目的とする新株予約権の割当てを受け

る権利を、普通株式を有する株主に対して与える普通株式又は普通株式を目的とする新株予約権の割当てを

受ける権利と、それぞれ同時に同一の割合(新株予約権における行使の目的たる株式数を同一にすることを

含む。)で、実質的に公平な払込金額又は新株予約権の行使に際して出資される財産の価額により与える。

(4) 上記(1)、(2)、(3)に定める場合を除き、当社は、Ｃ種種類株式について株式の分割若しくは併合又は株式

無償割当て若しくは新株予約権無償割当てを行わず、また、Ｃ種種類株主に募集株式の割当てを受ける権利

又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

7. 自己株式の取得に際しての売主追加請求権の排除

当社が株主総会の決議によってＣ種種類株主との合意により当該Ｃ種種類株主の有するＣ種種類株式の全部又

は一部を取得する旨を決定する場合には、会社法第160条第２項及び第３項の規定を適用しないものとする。

8. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

9. 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月１日 △4,495,076 499,652 － 5,000 － 1,250

（注）平成29年６月20日開催の当社第123期定時株主総会決議により、平成29年10月１日付で普通株式及びＣ種種類株

式10株につき１株の割合で株式併合を行い、発行済株式総数は4,495,076千株減少し、499,652千株となっており

ます。

［発行済株式残高］

　　　　　　   平成29年９月30日　 平成29年10月１日

普通株式：　　　　4,983,165千株　　　　 498,316千株

Ａ種種類株式：　　　　　200千株　　　　　　 200千株

Ｃ種種類株式：　　　 11,363千株　　　　　 1,136千株

合計：　　　　　　4,994,729千株　　　　 499,652千株
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(6) 【大株主の状況】

　 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年11月15日）に基づく株主名簿による記載をしてい

ます。

 

① 【発行済株式】

（平成29年11月15日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
 Ａ種種類株式    200,000

 Ｃ種種類株式  1,136,363
－

（１）株式の総数等に記

 載のとおり

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式      1,062,800
－ －

（相互保有株式）

普通株式          7,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式    496,698,900 4,966,989 －

単元未満株式 普通株式        547,358 － －

発行済株式総数 499,652,921 － －

総株主の議決権 － 4,966,989 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれています。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が８個含まれています。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が83株含まれています。

 

② 【自己株式等】

（平成29年11月15日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）      

シャープ㈱ 堺市堺区匠町1番地 1,062,800 － 1,062,800 0.21

（相互保有株式）      

カンタツ㈱ 栃木県矢板市片岡

1150番地23

6,500 － 6,500 0.00

シャープタカヤ電子工業㈱ 岡山県浅口郡里庄町大字

里見3121番地の１

1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,070,300 － 1,070,300 0.21

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己保有株式数（単元未満株式を除く。）は1,063,300株です。
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２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。

 

(1)　新任役員

該当事項はありません。

 

(2)　退任役員

該当事項はありません。

 

(3)　役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 執行役員

ディスプレイデバイスカンパニー副社長

兼 中国代表

代表取締役 執行役員

ディスプレイデバイスカンパニー副社長
高　山　俊　明 平成29年９月１日

 

 

EDINET提出書類

シャープ株式会社(E01773)

四半期報告書

17/34



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」といいます。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 482,117 ※２ 397,687

受取手形及び売掛金 ※２ 375,564 ※２ 578,890

たな卸資産 ※２ 217,892 ※２ 214,470

その他 ※２ 126,697 ※２ 132,760

貸倒引当金 △8,562 △9,093

流動資産合計 1,193,709 1,314,714

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※２ 625,139 ※２ 621,009

機械装置及び運搬具 ※２ 1,155,188 ※２ 1,197,264

工具、器具及び備品 ※２ 250,872 ※２ 224,967

その他 ※２ 165,096 ※２ 184,755

減価償却累計額 △1,846,683 △1,808,954

有形固定資産合計 349,614 419,042

無形固定資産 42,359 43,576

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 151,270 ※２ 185,303

その他 ※１,※２ 36,691 ※１,※２ 35,309

投資その他の資産合計 187,962 220,613

固定資産合計 579,936 683,232

繰延資産 36 25

資産合計 1,773,682 1,997,973

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 306,007 455,611

電子記録債務 44,560 54,865

短期借入金 ※２ 113,534 ※２ 79,248

賞与引当金 21,137 13,812

製品保証引当金 18,930 20,327

買付契約評価引当金 48,618 30,525

その他の引当金 26,267 25,537

その他 222,581 243,805

流動負債合計 801,637 923,732

固定負債   

社債 40,000 40,000

長期借入金 ※２ 490,333 ※２ 505,217

引当金 482 562

退職給付に係る負債 110,074 105,650

その他 23,353 33,297

固定負債合計 664,243 684,728

負債合計 1,465,881 1,608,460
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 576,792 295,331

利益剰余金 △148,597 189,680

自己株式 △13,902 △13,934

株主資本合計 419,292 476,077

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,474 19,196

繰延ヘッジ損益 39 △98

為替換算調整勘定 △44,355 △35,209

退職給付に係る調整累計額 △95,296 △87,314

その他の包括利益累計額合計 △125,138 △103,425

新株予約権 － 70

非支配株主持分 13,646 16,790

純資産合計 307,801 389,512

負債純資産合計 1,773,682 1,997,973
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 1,491,278 1,829,445

売上原価 1,229,039 1,520,452

売上総利益 262,239 308,993

販売費及び一般管理費 243,301 238,663

営業利益 18,938 70,330

営業外収益   

受取利息 769 1,689

受取配当金 1,353 1,464

固定資産賃貸料 2,647 3,521

為替差益 2,367 7,232

持分法による投資利益 － 2,206

その他 4,347 3,194

営業外収益合計 11,483 19,310

営業外費用   

支払利息 5,385 3,645

持分法による投資損失 19,656 －

その他 20,679 14,886

営業外費用合計 45,720 18,532

経常利益又は経常損失（△） △15,299 71,108

特別利益   

固定資産売却益 3,239 2,091

投資有価証券売却益 1,582 －

負ののれん発生益 － 856

受取和解金 6,204 －

特別利益合計 11,025 2,948

特別損失   

固定資産除売却損 1,249 1,087

減損損失 ※１ 17,809 ※１ 974

投資有価証券評価損 12 －

段階取得に係る差損 － 1,954

特別損失合計 19,070 4,016

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純損失（△）
△23,344 70,039

法人税、住民税及び事業税 16,392 11,207

法人税等調整額 973 2,884

法人税等合計 17,365 14,091

四半期純利益又は四半期純損失（△） △40,709 55,947

非支配株主に帰属する四半期純利益 455 563

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
△41,164 55,384
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △40,709 55,947

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,417 4,721

繰延ヘッジ損益 414 △278

為替換算調整勘定 △1,628 9,754

退職給付に係る調整額 9,322 8,707

持分法適用会社に対する持分相当額 △488 654

その他の包括利益合計 10,037 23,559

四半期包括利益 △30,672 79,507

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △30,636 77,804

非支配株主に係る四半期包括利益 △36 1,703
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純損失（△）
△23,344 70,039

減価償却費 49,691 54,112

受取利息及び受取配当金 △2,122 △3,154

支払利息 5,385 3,645

固定資産除売却損益（△は益） △1,990 △1,003

減損損失 17,809 974

投資有価証券売却損益（△は益） △1,582 －

段階取得に係る差損益（△は益） － 1,954

負ののれん発生益 － △856

持分法による投資損益（△は益） 19,656 △2,206

売上債権の増減額（△は増加） △94,930 △181,588

たな卸資産の増減額（△は増加） △23,334 12,292

未収入金の増減額（△は増加） 98,669 △18,424

仕入債務の増減額（△は減少） 57,895 127,051

その他 △13,767 △3,415

小計 88,036 59,419

利息及び配当金の受取額 3,477 3,444

利息の支払額 △5,337 △4,299

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △16,078 △13,953

営業活動によるキャッシュ・フロー 70,098 44,611

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △26,166 △34,708

定期預金の払戻による収入 23,918 43,662

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △4,629

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 － 3,280

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 543 －

有形固定資産の取得による支出 △57,541 △77,798

投資有価証券の取得による支出 △11,139 △27,927

その他 △1,203 △1,086

投資活動によるキャッシュ・フロー △71,588 △99,207

財務活動によるキャッシュ・フロー   

預り金の払出しによる支出 △100,000 －

引出制限及び使途制限付預金の引出による収入 100,000 －

短期借入金の純増減額（△は減少） △369,527 △34,741

長期借入れによる収入 328,675 35,001

長期借入金の返済による支出 △19,090 △20,162

社債の償還による支出 △21,783 －

普通株式の発行による収入 287,496 －

種類株式の発行による収入 99,624 －

自己株式の取得による支出 △29,977 △29

その他 △4,114 △4,319

財務活動によるキャッシュ・フロー 271,304 △24,252

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,785 4,030

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 273,599 △74,818

現金及び現金同等物の期首残高 149,533 453,477

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額

（△は減少）
－ △480

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 423,132 ※１ 378,178
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

(1) 連結の範囲の重要な変更

前連結会計年度まで持分法適用関連会社であったエスアンドオー・エレクトロニクス・(マレーシア)・エス

ディーエヌ・ビーエイチディーは、第１四半期連結会計期間において、支配力基準により実質的に支配してい

ると認められる状況となったため、連結の範囲に含めております。また、持分法適用関連会社であったシャー

プ・マレーシア・セールス・アンド・サービス・カンパニー・エスディーエヌ・ビーエイチディー他１社は、

第２四半期連結会計期間末において、株式を追加取得したため、連結の範囲に含めております。また、持分法

適用関連会社であったシャープ・タイ・カンパニー・リミテッドは、当第３四半期連結会計期間において、支

配力基準により実質的に支配していると認められる状況となったため、連結の範囲に含めております。一方、

前連結会計年度まで連結子会社であった夏普高科技研発(上海)有限公司は、第１四半期連結会計期間において

重要性が低下したため、連結の範囲から除外しております。また、連結子会社であったシャープエレクトロニ

クスマーケティング㈱及びシャープエンジニアリング㈱は、当第３四半期連結会計期間において、当社連結子

会社であるシャープビジネスソリューション㈱に吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。な

お、シャープビジネスソリューション㈱はシャープマーケティングジャパン㈱に社名変更しております。

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であったカンタツ㈱は、第１四半期連結会計期間において重要性

が高まったことから、持分法適用の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

投資その他の資産のその他 2,548百万円 2,439百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

担保に供している資産

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

現金及び預金 24,637百万円 14,648百万円

受取手形及び売掛金 48,199百万円 75,339百万円

たな卸資産 71,306百万円 78,781百万円

流動資産のその他 8,640百万円 11,275百万円

建物及び構築物 138,647百万円 135,444百万円

機械装置及び運搬具 15,045百万円 31,202百万円

工具、器具及び備品 1,373百万円 1,571百万円

有形固定資産のその他 82,354百万円 81,414百万円

投資有価証券 33,816百万円 41,101百万円

投資その他の資産のその他 662百万円 166百万円

計 424,683百万円 470,943百万円

 

担保付債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

短期借入金 11,527百万円 10,220百万円

長期借入金 426,693百万円 426,693百万円

計 438,221百万円 436,913百万円

 

EDINET提出書類

シャープ株式会社(E01773)

四半期報告書

24/34



　前連結会計年度末において担保に供している現金及び預金のうち20,122百万円及び当第３四半期連結会計

期間末において担保に供している現金及び預金のうち9,499百万円は、スタンドバイ信用状開設のための担

保に供しております。また、上記の他、連結上相殺消去されている連結子会社株式の一部を長期借入金の担

保に供しております。

 

３　偶発債務

(1) 保証債務

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

従業員住宅資金借入に対する保証 9,542百万円 8,494百万円

 

(2) 生産拠点で使用する電気等の供給に係る長期契約関連

前連結会計年度（平成29年３月31日）

堺工場において太陽電池を生産するために必要な電気等の供給につき、複数のサプライヤーとの間で

長期契約を締結しております。当該契約の当連結会計年度末の未経過残高は合計で32,528百万円（残年

数は0.5年から11.75年）となっており、いずれも中途解約は不能であります。

当該電気等の供給に関する長期契約により、年間480メガワットの太陽電池生産が可能となっており

ますが、堺工場における実際の生産量は現在年間160メガワット程度に留まっており、これらの長期契

約は、エネルギーソリューション事業の割高な生産コストの原因となっております。しかし、堺工場に

おける電気等の市場価格や当該契約によらない場合の電気等の調達価格及びそれらに基づく適正な生産

コストの算定はできないため、当該契約に係る損失の見積りは困難であります。

 

当第３四半期連結会計期間（平成29年12月31日）

堺工場において太陽電池を生産するために必要な電気等の供給につき、複数のサプライヤーとの間で

長期契約を締結しております。当該契約の当第３四半期連結会計期間末の未経過残高は合計で28,414百

万円（残年数は最長で11.25年）となっており、いずれも中途解約は不能であります。

当該電気等の供給に関する長期契約により、年間480メガワットの太陽電池生産が可能となっており

ますが、堺工場における実際の生産量は現在年間160メガワット程度に留まっており、これらの長期契

約は、スマートホームセグメントでの割高な生産コストの原因となっております。しかし、堺工場にお

ける電気等の市場価格や当該契約によらない場合の電気等の調達価格及びそれらに基づく適正な生産コ

ストの算定はできないため、当該契約に係る損失の見積りは困難であります。

 

４　出資コミットメント

平成29年５月、当社はソフトバンク・ビジョン・ファンドへ出資者として参画する契約を締結いたしまし

た。当社の出資コミットメントの総額は10億米ドルとなり、この契約に基づく払込未実行残高は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

出資コミットメントの総額 －百万円 112,050百万円

払込実行残高 －百万円 25,324百万円

差引額 －百万円 86,725百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　減損損失

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

用途 種類 場所

事業用資産

（エネルギーソリューション

生産設備等）

機械装置及び運搬具、

ソフトウエア等

エネルギーソリューション事業本部

奈良県葛城市

大阪府堺市他

事業用資産

（ディスプレイデバイス

生産設備等）

建設仮勘定、

ソフトウエア等

ディスプレイデバイスカンパニー

三重県亀山市

三重県多気町

遊休資産等
建物及び構築物、

機械装置及び運搬具等

大阪府大阪市

広島県三原市

栃木県矢板市

奈良県天理市他

遊休資産等 機械装置及び運搬具等 米国、中国他

当社グループは、事業用資産については事業所及び事業の種類等を総合的に勘案してグルーピングを行

い、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

エネルギーソリューション事業本部の当社事業用資産については、収益性が低下し投資額の回収が見込

めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（458百万円）を減損損失とし

て特別損失に計上しております。その内訳は、機械装置及び運搬具142百万円、ソフトウエア204百万円、

その他112百万円であります。なお、回収可能価額の算定は、建物、土地については鑑定評価に基づく正

味売却価額によっております。また、その他の資産については正味売却価額を零としております。

ディスプレイデバイスカンパニーの当社事業用資産については、収益性が低下し投資額の回収が見込め

なくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（9,035百万円）を減損損失とし

て特別損失に計上しております。その内訳は、建設仮勘定8,949百万円、ソフトウエア58百万円、その他

28百万円であります。なお、回収可能価額の算定は、建物、機械装置、土地については鑑定評価等に基づ

く正味売却価額によっております。また、その他の資産については正味売却価額を零としております。

当社遊休資産については、将来使用見込みがなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額（7,493百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び

構築物3,518百万円、機械装置及び運搬具156百万円、土地3,683百万円、その他136百万円であります。な

お、回収可能価額の算定は、土地については鑑定評価等に基づく正味売却価額によっております。また、

その他の資産については正味売却価額を零としております。

一部の連結子会社における米国、中国の遊休資産等については、将来使用見込みがなくなったことか

ら、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（823百万円）を減損損失として特別損失に計上し

ております。その内訳は、機械装置及び運搬具758百万円、その他65百万円であります。なお、回収可能

価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことにより、零と評価

しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

用途 種類 場所

遊休資産

機械装置及び運搬具、

工具、器具及び備品、

ソフトウエア等

奈良県大和郡山市

三重県亀山市
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当社グループは、事業用資産については事業所及び事業の種類等を総合的に勘案してグルーピングを行

い、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

当社遊休資産については、将来使用見込みがなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額（974百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、機械装置及

び運搬具166百万円、工具、器具及び備品110百万円、ソフトウエア682百万円、その他16百万円でありま

す。なお、回収可能価額の算定は、正味売却価額を零としております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日

至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 451,797百万円 397,687百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △28,177百万円 △19,002百万円

使途制限付預金 （注） △488百万円 △506百万円

現金及び現金同等物 423,132百万円 378,178百万円

（注）関係会社株式の公開買付に使途が制限されている預金であります。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成28年８月12日に第三者割当による普通株式及びＣ種種類株式を発行しました。この結果、資

本金が194,406百万円、資本剰余金が194,406百万円増加しております。

また、同日に会社法第447条第１項及び第３項並びに第448条第１項及び第３項の規定に基づき資本金及び

資本準備金の額を減少し、それぞれの全額をその他資本剰余金に振り替えました。この結果、資本金が

189,906百万円減少し、資本剰余金が189,906百万円増加しております。

さらに、Ｂ種種類株式の全部を平成28年８月12日に取得し、平成28年９月30日に会社法第178条の規定に

基づき消却しました。この結果、資本剰余金が29,975百万円減少しております。

これらを主因として、前連結会計年度末に比べ、資本金が4,500百万円増加、資本剰余金が354,336百万円

増加し、当第３四半期連結会計期間末においては、資本金が5,000百万円、資本剰余金が576,793百万円と

なっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成29年12月26日開催の取締役会において、利益剰余金の欠損額の填補を目的として、その他資

本剰余金を繰越利益剰余金に振り替える旨の決議を行い、同日付で振り替えを行いました。

この結果、前連結会計年度末に比べ、資本剰余金が281,947百万円減少、利益剰余金が281,947百万円増加

し、当第３四半期連結会計期間末においては、資本剰余金が295,331百万円、利益剰余金が189,680百万円と

なっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 
スマート

ホーム

スマート

ビジネス

ソリューション

ＩｏＴ

エレクトロ

デバイス

アドバンス

ディスプレイ

システム

計
調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

売上高        

外部顧客への売上高 390,134 225,917 298,924 576,303 1,491,278 － 1,491,278

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,490 6,133 18,751 26,703 54,077 △54,077 －

計 392,624 232,050 317,675 603,006 1,545,355 △54,077 1,491,278

セグメント利益又は
損失（△）

17,485 15,410 4,115 △3,639 33,371 △14,433 18,938

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額△14,433百万円には、セグメント間取引消去1,153百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△18,072百万円が含まれております。全社費用は、主に基礎的研究開発費

及び当社の本社部門に係る費用であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「スマートホーム」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなった当社事業用資産

及び将来使用見込がなくなった当社遊休資産の帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては611百万円であります。

「スマートビジネスソリューション」セグメントにおいて、将来使用見込がなくなった当社遊休資産の帳簿

価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては196百万円であります。

「ＩｏＴエレクトロデバイス」セグメントにおいて、将来使用見込がなくなった当社及び一部の連結子会社

における遊休資産等の帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては2,340百万円であります。

「アドバンスディスプレイシステム」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなっ

た当社事業用資産及び将来使用見込がなくなった当社及び一部の連結子会社における遊休資産の帳簿価額を、

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては10,462百万円であります。

セグメントに帰属しない全社資産において、将来使用見込がなくなった当社及び一部の連結子会社における

遊休資産等の帳簿価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては4,200百万円であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 
スマート

ホーム

スマート

ビジネス

ソリューション

ＩｏＴ

エレクトロ

デバイス

アドバンス

ディスプレイ

システム

計
調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２

売上高        

外部顧客への売上高 429,763 235,068 357,039 807,574 1,829,445 － 1,829,445

セグメント間の内部
売上高又は振替高

9,839 7,831 24,617 28,737 71,026 △71,026 －

計 439,602 242,900 381,657 836,311 1,900,472 △71,026 1,829,445

セグメント利益 31,132 12,540 8,726 29,569 81,969 △11,639 70,330

（注）１　セグメント利益の調整額△11,639百万円には、セグメント間取引消去76百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△10,187百万円が含まれております。全社費用は、主に基礎的研究開発費及び当社の本

社部門に係る費用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において、当社グループの報告セグメントは、「ＩｏＴ通信」、「健康・環境システム」、「ビ

ジネスソリューション」、「カメラモジュール」、「電子デバイス」、「エネルギーソリューション」及び「ディ

スプレイデバイス」の７区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より、「スマートホーム」、「スマー

トビジネスソリューション」、「ＩｏＴエレクトロデバイス」及び「アドバンスディスプレイシステム」の４区分

に変更しております。

この変更は、平成29年６月１日付で、平成30年３月期から平成32年３月期までの中期経営計画にて定めた新たな

事業ドメインに沿った新組織体制を整備したことに伴うものであります。

主な変更点として、従来の「ＩｏＴ通信」、「健康・環境システム」、「エネルギーソリューション」は「ス

マートホーム」に、従来の「ビジネスソリューション」は「スマートビジネスソリューション」に、従来の「カメ

ラモジュール」、「電子デバイス」は「ＩｏＴエレクトロデバイス」に、従来の「ディスプレイデバイス」は「ア

ドバンスディスプレイシステム」にそれぞれ含まれております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の４区分により作成したものを記載してお

ります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「スマートビジネスソリューション」セグメントにおいて、将来使用見込がなくなった当社遊休資産の帳簿

価額を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては808百万円であります。

「ＩｏＴエレクトロデバイス」セグメントにおいて、将来使用見込がなくなった当社遊休資産の帳簿価額

を、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては166百万円であります。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

１．取引の概要

（1）対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称   国内におけるスマートホーム、スマートビジネスソリューション及びアドバンスディスプ

レイシステム事業

事業の内容   家電製品及びデジタル複合機等情報商品の販売・アフターサービス事業

（2）企業結合日

平成29年10月１日

（3）企業結合の法的形式

シャープビジネスソリューション㈱（当社100％出資の連結子会社）を存続会社、シャープエレクトロニ

クスマーケティング㈱(当社100％出資の連結子会社)及びシャープエンジニアリング㈱(当社100％出資の連

結子会社)を消滅会社とする吸収合併方式

（4）結合後企業の名称

シャープマーケティングジャパン㈱

（5）その他取引の概要に関する事項

本合併により、共通業務の集約を図ると共に、３社が保有するノウハウや販路を共有し、販売からサー

ビスまで一貫した効率的なオペレーションの構築を目指します。また、顧客視点に立ったソリューション

提案を更に強化することで、スマートホーム・スマートビジネスの実現を加速してまいります。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として処理しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1)１株当たり四半期純利益

又は四半期純損失（△）
△115円92銭 83円98銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（百万円）

△41,164 55,384

普通株主に帰属しない金額（百万円） 4,041 4,083

（うち優先配当額（百万円）） (4,041) (4,083)

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益又は親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（百万円）

△45,206 51,300

普通株式の期中平均株式数（千株） 389,982 610,892

（うち普通株式（千株）） (333,164) (497,256)

（うち普通株式と同等の株式（千株）） (56,818) (113,636)

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 67円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ 4,083

（うち優先配当額（百万円）） (－) (4,083)

普通株式増加数（千株） － 205,354

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な

変動があったものの概要

Ｂ種種類株式25,000株を平成28年

８月12日に取得し、会社法第178

条の規定に基づき、平成28年９月

30日に消却しております。

平成29年４月19日取締役会決議の

第１回新株予約権

（新株予約権の数811個）

（注）１　前第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

２　Ｃ種種類株式は、剰余金の配当について普通株式と同順位であるため、その普通株式相当数を普通株式と同

等の株式の株式数としております。

３　当社は平成29年10月１日付で、普通株式及びＣ種種類株式についていずれも10株につき１株の割合で株式併

合を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利

益又は四半期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）
 

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成30年２月13日

シャープ株式会社

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 友　田　和　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　上　眞　人　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　本　憲　吾　　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシャープ株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シャープ株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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